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研究成果の概要（和文）：本研究課題においては学校場面における児童生徒の行動問題の解決を

目的とした教員研修プログラムの開発と効果の検証を試みた。研究 1 においては、研修プログ

ラムのコンポーネント分析を行い、プログラムの各要素が参加者のスキル改善にどのように影

響を及ぼすのかについて検討を行った。研究 2 では、実際の研修参加者が担当する対象児童生

徒の行動変容に関するデータも収集したが、いずれも改善傾向を示していた。 
 
研究成果の概要（英文）： In study 1, I examined the issue of skill acquisition in implementing 

functional assessment and planning behavior support plan (BSP) by evaluating knowledge of ABA, 

interview skill, and validity of BSPs of participants. And in study 2, I examined effects of teacher 

training program on knowledge of teachers about ABA, and on behavior changes of students. As a result, 

training program was effective for knowledge and interview skills of teacher, designing BSPs by teacher, 

and behavior changes of students. And training program had high social validity.  
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１．研究開始当初の背景 
 平成 23 年度「児童生徒の問題行動等生徒
指導上の諸問題に関する調査」においては、
学校における暴力行為の発生件数が約 5 万 6
千件と依然相当数に上っていることが報告
され、学校教育全体における大きな課題とな
っていることが示唆された。また、2002 年
に実施された「通常の学級に在籍する特別な
教育的支援を必要とする児童生徒に関する
全国実態調査」においては、知的発達に遅れ
はないものの、学習面や行動面で著しい困難
を持っていると担任教師が回答した児童生

徒の割合は、6.3%であったことが明らかにな
った（文部科学省，2002）。これら 2 つの調
査からは、1）確率的には、全ての教師に特
別なニーズを抱える児童生徒に関わる可能
性がある、2）児童生徒の問題行動の件数は
統計上、相当数に上っている、3）特に他害
的な行動については、ここ 5 年間で増加傾向
にあり具体的な対応策の検討が喫緊の課題
となっている、という現状を読み取ることが
できる。 
 児童生徒の行動問題に対して成果が示さ
れてきたアプローチの 1 つに、応用行動分析
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学に基づいたアプローチがある。Carr（1977）
は、問題行動は一般的に生物学的、心理学的
な原因から考えられることが多いが、問題行
動を起こすことに伴う周囲の人々の対応や
環境の変化そのものが、その問題行動を強め、
維持していることを指摘している。そのよう
に、個人と環境の相互作用を分析し、「本人
が何のためにその問題行動を行っているの
か？」、言い換えれば、「問題行動が本人にと
って、どのような『機能』を有しているの
か？」ということを分析する手続きを「機能
的アセスメント」という（O' Neill，Horner，
Albin，Sprague，Storey，& Newton，1997）。
問題行動の機能が同定されれば、その情報に
基づき、1）問題行動を起こさなくて済む環
境を設定する、2）問題行動と同じ機能を持
つ、代替行動を指導する（例えば、「逃避」
の機能を持つ、教材を壊すという行動の代わ
りに、「わかりません」と他者に援助を求め
る行動を教える）、3）適切な代替行動が定着
するような対応を周囲が一貫して行う、こと
を目標とする支援計画が立案されることに
なる。 
 そのようなアプローチの有効性を裏付け
るものとして、平澤（2009）は、1990 年以
降のメタアナリシスが用いられた 4件の研究
（Scotti，Evans，Meyer，& Walker，1991；
Didden ， Duker ， & Korzilius ， 1997 ；
Campbell ， 2003 ； Didden ， Korzilius ，
Oorsouw，& Sturmey，2006）を報告し、実
践の効果を示すエビデンスが蓄積されてき
ていることを示している。また、そのような
エビデンスに基づき、例えば、米国において
は、応用行動分析学に基づいた行動支援が、
公的機関によって推奨され、国の障害児教育
施策にも影響を与えている。一例として米国
の個別障害者教育法（ Individuals with 
Disabilities Education Act）の 1997 年にお
ける改訂では、規則上の懲戒処分が教師によ
って実行されるとき、10 日以内に機能的アセ
スメントに基づく支援計画を立案すること
が学校に義務づけられるようになった。 
 我が国の学校場面をフィールドとした、機
能的アセスメントを用いた行動支援に関す
る実践研究は、平澤・藤原（1996）を皮切り
に、2000 年以降報告され始めており、成果
が示されている。しかし、これまでの研究に
おいては、専門的サービスの提供モデルの多
くが「コンサルテーション・モデル」を採っ
ており（例えば、奥田，2005；肥後，2007；
松岡，2007 など）、「教師自身が行動問題の
解決に必要なスキルを獲得すること」や、「学
校が自立的に行動問題を解決するためのプ
ロセスを遂行していくこと」に関して、ほと
んど検討されてこなかったといえる。Crone 
and Horner（2003）は、学校外のコンサル
タントの異動などを考慮に入れ、学校におい

て持続的な行動支援を行い、その成果を維持
させていくためには、学校内のスタッフによ
る「自立的な問題解決」が目指される必要が
あることを述べている。 
 
２．研究の目的 
 児童生徒の行動上の問題は、特別支援教育
の枠組みを越えた学校教育全体の大きな課
題となっている。しかし、実際のところ研究
レベルにおいては、行動マネージメントの方
略は、既に相当数の蓄積があり、真の課題は、
学校場面において「いかにテクノロジーを運
用させるか」ということであるといえる。こ
れまでの実践においては、学校外の「専門家」
が教師に対してコンサルティングを実施す
る形態が多く取られてきたが、「コンサルタ
ントに対する過度の依存」や「コンサルタン
トの異動による中断」などというシステムの
脆弱さを指摘する意見もある。そこで、本研
究が目的とするのは、行動問題に対応する人
的リソースを「学校内」に育成するための教
員研修プログラムを開発し、その効果を検証
することである。 
 
３．研究の方法 
 研究 1 においては、研修プログラムにおけ
る講義と演習の各要素の効果に関する分析
を実施した。対象者は教員養成課程の学部生
6 名であり、これを 2グループに分けた。片
方のグループには、講義→演習の順番で研究
を行い、もう片方のグループには、演習→講
義の順番で研修を行った。各グループともに
ベースライン→講義（演習）→テスト 1→演
習（講義）→テスト 2→3ヶ月後の維持テス
トという手順でデータを測定した。従属変数
は、行動支援に関する基礎知識、架空事例に
対する情報収集のためのインタビューの内
容分析の結果（質問内容のカテゴリー）、立
案した支援計画の内容分析の結果（項目のカ
テゴリー、第 3者による妥当性評価）であっ
た。研究 2においては、幼稚園、小学校、特
別支援学校の教師を対象に、研究 1で効果が
示された手続きを追試した。しかし、研究 2
においては現職教員の多忙さに配慮し、オン
ライン教材を用いた講義を導入した。さらに
研究 2においては、研究 1のような研修参加
者のデータのみならず、研修参加者が担当す
る児童生徒の行動変容についてもデータを
収集した。さらに、研究 1、研究 2 ともに研
修参加者に対して社会的妥当性に関するア
ンケート調査に対する回答を求めた。 
 
４．研究成果 
 研究 1 の結果、参加者の行動支援に関する
知識が改善されたことが示された。また、知
識の改善には講義が有効であったことがデ
ータからも裏付けることができた。 



 

 

 

Fig.1 対象者 1〜3 の知識の変容 
 

  

Fig.2 対象者 4〜6の知識の変容 
 
 
 支援計画の妥当性にも改善がみられた。し
かし、講義と演習の組み合わせが必要であっ
たことが示唆され、さらに講義を先に受ける
群の方が改善が大きかったことが示された。 
 

 
 
 
 
 

Fig.3 対象者 1〜6の支援計画 
における妥当性の変容 

 
 

 研修 1 においては、研修参加者の支援計画
の内容（カテゴリー）にも変容がみられ、ま
た、社会的妥当性に関しても高い評価が得ら
れた。 
 
 研究 2 においては、追試の結果、研究 1と
同様の内容が得られ、さらに実際の対象児童
生徒の行動問題にも改善傾向がみられた。 
 

 
Fig.4 ある事例における行動問題の推移 

 
 本研究全体を通して、これまで検討される
ことがほとんどなかった機能的アセスメン
トの実施に関わるスタッフトレーニングに
おいて、研修プログラムを開発し、その効果
を検証することができた。さらに、実際に児
童生徒が示す行動問題に対しても有効に作
用するというところまでデータを通して裏
付けることができた。今後の課題は、さらに
対象数を増やした大規模なリプリケートを
行い、効果の一般性、および効果を得るため
の付加的条件についてさらに検討を深める
ことである。 
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